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はじめに

ＥＵ加盟を2004年５月に予定している中東欧諸国は現在国民投票等の加盟交渉確認の段階に入っ

ている。しかしながら、その中の最大の国、ポーランドについては知識が乏しい。特に日本人はそ

うである。そこで、本稿は、ポーランド国民の特質について、その歴史的側面に焦点を当てて検証

することにする１。

ポーランド国民の特質について、次のような諺がある。「ポーランド人が２人に陣営が３つ。」

（Gdzie dwóch Polaków, tam trzy strony.）この諺はポーランド人が議論好きであることを述べたも

のであり、その歴史を辿ると、シュラフタ民主主義（非シュラフタ層のシュラフタ化）に到達する２。

経済がそれほど発展せず、民主主義的要素が少ないと言われた社会主義政権時代から体制転換期

に掛けて、ポーランドは７つの象徴的な出来事を契機として、政治的・民主主義的な潮流を作りだ

した３。

第１章　社会主義体制下の住民運動４

一つ目は、1970年12月食料品値上げ反対に端を発した住民運動である。民意を反映しない、名目

的選挙を実施して、内部の権力闘争による以外でおよそ政権交代が考えられなかった社会主義政権

において、この運動は時の政権を交代に追い込んだ５。そもそもこの問題の発端は、1970年12月13

日、ポーランド政府は消費財の価格差補給金の解消を目指し、生活必需品小売価格の大幅な引き上

げに踏み切った（加重平均で40％増）６。しかし、この措置は、クリスマス前の恒例の買い溜めを

予定した市民層を直撃したため、抗議行動はバルト沿岸都市から始まり、予想外の全国規模の抗議

行動・暴動に発展しそうになった。20日、国民的人気のあったゴムウカは辞任し、ギェレクが後任

の第一書記に就いて、事態は鎮静化の方向へ向い政治的解決を一応みた。しかしながら、この価格

差補給金問題はソ連を始め、他の社会主義政権にも衝撃を与え、以後生活必需品の値上げは、住民

の反発を比較考慮して、政策実施するようになり、財政赤字をますます増加させる原因になった。

この問題に対する対応が重大な教訓となり、経済に重しとなったのは否定できない。

第２章　円卓会議とシュラフタ民主主義

二つ目は、1989年２月４日から４月５日に渡る２週間に実施された円卓会議である７。80年、連

帯運動に端を発した国内騒乱状態において、国の行く末を案じたあらゆる階層の代表者が国政の指

針を話し合った。社会主義政権下で、与野党の参加者に上下関係がなかったことは画期的であった。

この円卓会議の決定に基づいて同年６月４日の東欧で最初の自由選挙が挙行された。そして同年８
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月24日戦後初の非共産党政権が誕生した。ここでも「シュラフタ民主主義」の伝統が生きていた。

円卓会議はエリートの談合によって平和裡に体制転換を行う方式であり、この後先ずハンガリーで、

続いて他の殆どの東欧諸国で追随者を見いだすことになった８。

第３章　自由選挙の実施９

三つ目は、円卓会議での決定による、1989年６月４日制限付きながらも東欧で最初の自由選挙の

実施。ポーランド統一労働者党は事前に確保してある議席を除き、実質的に僅かの議席しか確保出

来なかったが、武力を行使せず、この結果を尊重した。新政治体制に大統領と上院（100議席）が

新設されたが、決定的重要性を持つのは下院（460議席）だった10。下院の議席には政治勢力の枠が

設けられた。65％が与党連立の枠、35％が「無党派」枠とされた。「無党派」には与党連立も候補

を立てることができたので、どう考えても野党が勝てない仕組みであった。これに対する譲歩とし

て上院は完全な自由選挙に委ねられた。但し、上院の権限は弱く、且つ定員２名の中選挙区制が採

用されたので、共産党が例え「連帯」程得票出来ないとしても少なくとも２位には食い込んで１議

席を獲得する筈だった。大統領は任期５年で上下両院合同会議（国民会議）が単純多数で選出し、

首相は下院が指名することになった。与党連立が下院で少なくとも65％の議席を与えられ、上院が

下院の４分の１以下の議席しか持っていないことを考えると、大統領も首相も与党連立が取る筈だ

った11。

６月４日の総選挙は、数十年振りの自由選挙であったのにも係わらず、投票率は62.7％に留まっ

た12。民主的自由に対する大衆の冷やかな反応は以後ポーランド政治の特徴となった。選挙は予想

外の結果を齎した。「連帯」市民委員会は下院「無党派」枠では多くの候補者が当選に必要とされ

る過半数の票を取れず、決戦投票で争ったが、その際「連帯」と結託して、その応援によって勝利

を収めようとした。従って、例え与党連立枠で当選したとしてもその政治的忠誠は疑わしかった。

更に与党連立枠内には政府要人35名の為の「全国リスト」が設けられ、無競争の信任投票で当選す

ることになっていたが、２名を除いて誰も過半数の票を集められず惨敗した13。

第４章　非共産党政権の誕生14

四つ目は、1989年８月24日戦後初の非共産党政権が誕生したこと。東欧諸国で「脱社会主義」化

の契機になった。その後、ハンガリーでは89年10月共産党（ハンガリー社会主義統一労働者党）の

改革派が社会党を組織するが、90年３月の45年振りの自由選挙で敗北し、民主フォーラムが第一党

になる。スロヴェニアでは90年４月の議会選挙で野党連合が勝利し非共産党政権誕生し、クロアチ

アでも議会選挙で民主同盟が勝利した。チェコスロヴァキアでは90年６月の総選挙で市民フォーラ

ムが第一党になる。
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第５章　緊縮政策の重要性15

五つ目は、国民には評判の悪かった緊縮政策の重要性を認識していた歴代の首相が、バルツェロ

ヴィチ蔵相に、一貫して経済政策を採らせたこと。ヤルゼルスキ大統領は、野党候補のマゾヴィエ

ツキを首班に指名した。マゾヴィエツキ政府は旧共産党関係者を迫害してなっただけでなく、有能

な人材を多く登用した。それは一部の「連帯」活動家から批判されたが、旧エリートの不安感を取

り除き新体制の安定化に大きく寄与した。体制転換するポーランド経済は深刻な財政、通貨、国際

収支の三重苦の最中にあった。蔵相のポストは難問山積で誰も引き受け手がなかった。マゾヴィエ

ツキ首相は、ワルシャワ経済大の教授だったバルツェロヴィチに白羽の矢を立てた。学者出身なの

で、政治的思惑にとらわれず、理想を貫くことができるとマゾヴィエツキは判断した結果だった。

バルツェロヴィチは1970年に同大を卒業した16。この大学では1960年代後半コメコン諸国の中で経

済学は最も西欧志向で知られていた。当時ワルシャワ経済大学ＳＧＨは中央計画統計大学ＳＧＰｉ

Ｓと呼ばれていた。この大学は、100年近い歴史を持つポーランドで最も権威のある経済系大学で、

オスカー・ランゲやミハウ・カレツキも、この大学で教鞭をとっていた。北海道大学の吉野悦雄教

授はここで博士号をご取得なさりました。この大学の経済学は、ランゲの社会主義政治経済学やカ

レツキの経済発展理論の影響を強く受けているが、所謂近代経済学についても、「批判的研究」と

いった口実で、自由に研究できる雰囲気があった。同校は、1989年以降、多くの政府官僚、経済官

僚を世に送りだしている。バルツェロヴィチはこの時の為に20年以上に渡って準備をしてきた。72

年９月から74年１月まで、彼はニューヨークのセント・ジョンーズ大学のビジネス経営学を学び、

ＭＢＡのプログラムの中で韓国や台湾の高度成長を齎すらした要因を研究した。一時期、西ドイツ

へ行って1948年のエアハルトの経済改革を研究した17。これが後に役に立つことになった。マゾヴ

ィエツキ首相が「ポーランドのルードヴィヒ・エアハルト」の役割を果たすように求められた時、

エアハルトが実際にどのような政策をとったかを知っていたからだ。中南米各国の安定化政策につ

いても根強く研究し、どのような政策が失敗したかを検討してきている。74年母校に帰り、国際経

済学を教えつつ、75年に博士号を得た。1978年からはワルシャワで「バルツェロヴィチ・グループ」

と呼ばれるような研究グループを主宰し、社会主義の「問題」、ポーランド経済の改革の方法を長

期に渡って研究してきた。財産権、経済に於ける国の適切な役割、インフレーション、社会主義の

本当の意味での特徴として浮かび上がってきた「不足」の問題等、基本的な問題に焦点を合わせて

きた。こうした研究の積み重ねで、バルツェロヴィチは「漸進的な改革」は必ず失敗すると確信す

るようになった。広範な改革を急速に実施しなければ、経済の方向を変えられる「臨界点」には達

しない。経済学者には珍しく、バルツェロヴィチは社会心理学にも関心を持っていた。特に、認知

的不協和の理論に強く引かれている。経済改革に当たって認知的不協和が重要な要因になると説明

している。「改革が段階的に実施される場合より、経済環境を抜本的に変化させるような改革が実



ポーランド国民の特質と政治経済学（木村）

－99－

施され、後戻りがきかないとみられた場合の方が、人々が態度と行動を変える可能性が高くなる」。

つまり、世界各地の脱インフレ政策を研究し、南米への政策から教訓を得た。緊縮政策は一気呵成

にやらないと効果がないと。バルツェロヴィチはマネタリスト的発想に基づき、補助金のカット等

の国家財政の均衡化、国営企業の非独占化・民営化、価格・賃金の自由化、通貨の国内外の交換性

の回復、貿易の自由化、外資の導入等によって一挙に市場経済への移行を実現しようとした。これ

をバルツェロヴィチ計画と言う。勿論その背景にはＩＭＦとか世界銀行等の勧告もあったことも事

実である。「ショック療法」の効果は甚大で、短期間の内にインフレが収束し、通貨への信頼が回

復し、物資の供給も円滑になった。他方で、生産が急落し、失業が激増した。蔵相は不況が深刻化

しているのは正に自分の政策が効果を表している証拠だとし動じなかった。生産は蔵相の予測通り、

多少の遅れを伴ったものの92年半ばからプラス成長となり、旧ソ連東欧諸国の嚆矢となった。経済

の堅調はその後も続き、95年には89年水準を回復したと見られる。それは一つの奇跡と言ってよか

った。何故かと言うと、90年１月～91年12月末までのバルツェロヴィチ蔵相在任中は、彼の辞任要

求が相次いだ。（90年９月には失業者は50万人に達し、ヤルゼルスキ大統領は辞任を表明した。）皮

肉なことに、バルツェロヴィチが辞任して３ケ月後の92年第２四半期より政策の効果が現われ、経

済は好転し始め、プラス成長になった18。それ以降本年の2003年に至るまで10年以上プラス成長が

続いている。

第６章　政権交代による政策変化19

六つ目は、連帯系から旧共産党系に政権が交代しても、ＩＭＦとの国際公約を守り、民営化等の

政策を継続させた。

第１節　1993年９月の総選挙20

1993年９月19日の総選挙で、民主左翼連合が勝利を収めた。新選挙法のメリットを最大享受して、

友党の農民党と併せた議席数は全体の３分の２近くとなった。この議席数は89年の円卓会議で申し

合わされた共産党系の下院の議席数と符号する。［連帯］左翼（勤労連合）を合計すると、新国会

の左翼色は極めて明瞭である。これはバルツェロヴィチ政策に対しての社会的弱者の意思表示とみ

るべきである。急激市場化や民営化政策が国民の生活基盤を切り崩し、苦しい生活へ追いやった。

この選挙で、次のことが指摘できる。第一に、旧共産党を母体とした社会民主党も農民党も指導層

を一新し、綱領を改編し、旧体制へ戻る可能性は殆どない。第二に、カトリック教会の政治的影響

が衰えたこと。これも過去数年の教会の公共生活への過剰介入が批判を受けた為である。第三に、

［連帯］労組は政治の舞台から姿を消した。［連帯］労組は政党となるか労組に留まるかの選択を迫

られていたが、これによって労組に戻ることを余儀なくされた。第四に、ワレサ党とも言うべき改

革支持無党派ブロックが意外に振るわなかった。これは大統領の地位の象徴化を助長している。第
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五に、独立連盟、自衛団、Ｘ党等民族主義的過激集団が退潮となった。全体として中道左派の傾向

が明白になり、国民が漸進的改革を望む傾向になった。これから、市場化、民営化、財政均衡化、

ＥＵへの加盟で、改革のテンポが遅くなることが予想される。では、連帯系政権とＩＭＦとの国際

契約はどうであるのか。旧共産党系の民主左翼連合の政権は、それまでの連帯系よりＩＭＦとの関

係は良好である。民営化に対して最も熱心であり、このような政権が議会で過半数を占めているこ

とは、投資環境にとりプラスである。したがって、政権交代による政策変化はなかった21。

第２節　1997年９月の総選挙22

1997年秋の総選挙で、連帯系の政治連合である連帯選挙行動（ＡＷＳ）が201議席を占め、第一

党となり再び返り咲いた。６週間の交渉の結果、連帯選挙行動はポーランド経済の市場経済移行に

実績を上げたバルツェロヴィチが率いる自由同盟（ＵＷ、60議席）と旧「連帯」系でブゼック連立

内閣を作った。しかし大統領は統一労働者党（共産党）の流れを組む民主左翼連合のクワシニエフ

スキ党首であり、従ってポーランドは党の異なる大統領と内閣のコアビタシオンとなった。国内政

策を巡って、2000年６月に自由同盟が政権離脱し、少数与党となる。しかしながら、国際公約の信

義は継続して遵守されている。

第３節　2001年９月の総選挙23

2001年９月23日行われた総選挙でミレル党首が率いる左翼民主同盟（ＳＬＤ）は議会下院で過半

数を取れず、労働同盟に農民党を加えた連立政権を発足させた。2000年10月の大統領選で、クワシ

ニエフスキ大統領が再選されているので、コアビタシオンは解消されたことになる。与党の主部は

1993～1997年に政権を担当した、左翼民主同盟なので、国際社会も安心し、株式市場も平生を保っ

た。ポーランドの政権交代を、英国の保守党と労働党、米国の共和党と民主党の政権交代のように、

国際世論は受け入れたように思われる。政権をめぐる生々しい報道も別に奇異に感じなく、西欧の

政争の同じ感覚で受けとられた。ＥＵ加盟になんら負の影響はなかった。ポーランドは多くの問題

があるかもしれないが、成熟した民主主義国家になった証拠でもあった。

第４節　政治混乱の原因24

ポーランドは19世紀の恩恵を受け損ねた国でもある。世界で民主制度が確立したのは19世紀。行

政裁判の制度はフランスで発展し、議会制民主主義は英国で形成された。征服時代は米国を最後に

終焉し、秩序の体制が整った。しかし、ポーランドは19世紀に分割支配を受けた為、こうした制度

とは無縁であった。機能的な新政治システムがかくも困難を極めたのは、まさしく反逆と抵抗の伝

統が根強いポーランドゆえのことだったかもしれない。
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第７章　社会的弱者への配慮25

体制転換の過程で、その痛みの皺寄せは社会的弱者に行きがちである。ポーランドではキリスト

教の博愛精神も加わって、社会的弱者へ配慮がなされた。しかしその政治的過程の為、民営化が遅

れた。1997年秋の総選挙で、連帯系の政治連合である連帯選挙行動（ＡＷＳ）が第一党となり再び

返り咲いた。連帯選挙行動はポーランド経済の市場経済移行に実績を上げたバルツェロヴィチが率

いる自由同盟と旧「連帯」系でブゼック連立内閣を作った。しかし、このブゼック内閣にとり懸案

の石炭産業のリストラ問題が大きくたちはだかった。同政権誕生の原動力になった「連帯」基盤で、

人員削減に対する抵抗が強く、合理化の実現に危ぶむ見方もでてきた。連立を組んでいる相手は体

制転換で実績をあげたバルツェロヴィチ率いる自由同盟であった。この連立は、言わば数合わせの

連立で、緊縮政策を推進するバルツェロヴィチの自由同盟とリストラに関して穏やかな政策を望む

労働組合主体の連帯選挙運動の「結婚」は、離婚は運命づけられていた。案の定、2000年６月に自

由同盟が政権離脱し、ブゼック政権は少数与党となる。これにより、改革は一時頓挫した。

第８章　ＥＵ加盟交渉と民主主義26

経済の発展には民主主義の定着が不可欠である。ポーランドではかなり成熟した民主主義が国民

の間で定着していると思われる。事実、ＥＵ加盟審査で民主主義の観点では、ポーランドは東欧諸

国で、最高の評価を得ている。1989年の民主化改革以来、中東欧諸国では複数政党による民主主義

政治の導入が図られており、形式上は自由で公正な選挙によって民主主義政権が誕生したようにみ

える。しかし国によって過去の共産党政権から受け継いだ政治的遺産の大きさ、辿ってきた民主主

義の方法やプロセス等の違いが様々で、それに従って各国間で民主化の度合いに相当の差異が生じ

ている。

第１節　民主主義の実態27

イヴァン・ヴェイヴォダ（Ivan Vejvoda）の分析視点を示す。彼は中東欧諸国の民主主義の実態

を７つの観点から分析している。①憲法問題と合憲性、②人権と少数派権利、③政党、④マスコミ、

⑤行政、⑥地方政府、⑦市民社会、である。ところで中東欧諸国は、オーストリア=ハンガリー二

重帝国やソ連邦の解体によるハンガリー系及びロシア系民族の離散、又第二次大戦時のナチスドイ

ツの侵攻に伴う民族弾圧問題（特に猶太人とロマ（ジプシー））の後遺症等、民族問題を抱えた国

が多い。ＥＵでは民族問題を抱えた国及び隣国と国境紛争のある国を加盟国として加えることは統

合の不安定要因になるとして、加盟手続きに入る前に平和的解決を図ることを当事国に求めている

為、民族問題や国境確定問題の解決に向けての動きがみられる。スロヴァキア、ルーマニアに於け
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るハンガリー系少数民族の人権問題と、両国とハンガリーの国境確定問題については、1995年３月

及び96年９月にそれぞれの国の間で少数民族の権利擁護、国境確定を含む友好善隣条約が調印され

た。又第二次大戦中のナチスドイツの侵攻地域を巡るチェコ、ドイツ双方の迫害問題については、

97年１月に和解が成立している。この他同大戦中のソ連の秘密警察によるポーランド人将校の虐殺

事件（カチンの森事件）についての一応の解決をみた。しかし、これらの和解方法については当事

国の民族主義者が反発を示す等、外交上の成果と民族間の感情的対立の溝を埋められない面もある。

猶バルト三国に関してラトヴィアとエストニアで露系住民の取り扱いが問題となっており、市民権

の取得や公職に関する規定が（当該言語の能力も加味され）露系住民に不利である点を巡り、対露

関係上の争点が依然残っている。しかしなから、迫害を受けた民族が、隣国等で国家を形成してい

る場合は、当事国同士の外交的方式で解決をみるが、何も後ろ楯のない民族は悲劇的である。ロマ

（ジプシー）とかクルド人の権利は比較的軽く扱われる傾向にある。

第２節　民主主義の進展度合い28

民主主義の進展度合いの評価については数量的分析が非常に困難であるが、不可能ではない。イ

ヴァン・ヴェイヴォダによると、民主主義の主要分野としては、①包括的市民権、②法の支配、③

関連した自治、④権力の分離、⑤軍隊及び安全保障機関の文民統制、⑥自由で公正な選挙、⑦表現

の自由と代替的情報源泉、⑧選挙された権力者、に分類され、これにそれぞれ３段階（３：公的手

続きは適切で、大部分は実施済み。２：公的手続きは適切であるが、実施が不完全。１：公的手続

きは適切であるが、実施への障害がある）で評価するのである。これによると、ポーランドは満点

の24点を取得しており、他の中東欧諸国はこれより劣っている。

おわりに

アメリカの週刊誌『タイム』の1990年１月１日号はプラハ市中に東欧の政治的激変について次の

ような貼り紙が出ていたことを紹介している29。「一党独裁が崩壊するまでに要した時間：ポーラン

ド10年、ハンガリー10ケ月、東ドイツ10週間、チェコスロヴァキア10日、ルーマニア10時間」。こ

れは勿論比喩だが、ポーランドが政治的には最も時間がかかったことも事実である30。国内のコン

セスサスができるまで、つまり民主主義が確立するまで、多くの時間がかかった。かかった時間が

大きいほど、経済発展が長期的になる。この政治的収穫は、経済の根底を支える。チェコは体制転

換当初は経済の発展性が窺〔うかが〕えたが、現在は停滞している。性急な底の浅い政治的合意を

したために頓挫しているのである。又ポーランドは、歴史的にみると、確かに経済の発展より政治

の方が優越していた。これは又欧州の思潮の一貫でもある。ＥＵの母体となったのは、1952年８月

の発足のＥＣＳＣ〔欧州石炭鉄鋼共同体〕の経済統合であることは、よく知られている。この欧州

統合の政治的意義は強調してもし過ぎることはないくらい重要である。欧州は、最大の不安要因と
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なっていた「如何〔いか〕なる物理的に不可能」とされていた、資源確保を背景とするドイツとフ

ランスの対立も、解消され、所謂不戦共同体を築くことに成功した。政治的枠組みを完成したこと

により、経済発展の素地が作られた。ＥＵの、経済合理性より政治的安定を優先する方針は、東ド

イツ統合、99年のＥＵの通貨統合で予想より多い11ケ国の参加を、実現した。又ＥＵ加盟交渉の最

終局面で、政治大国の面目躍如といったところで、ポーランドは、多くの譲歩を獲得した。この意

味に於いては、ポーランドは最も欧州的な国なのかもしれない31。

（きむら　たけお・本学非常勤講師）

注
１　本小論では、ごく最近の事例に留めて、解説する。ポーランド王国以来の例証は、木村武雄『ポーラ
ンド経済』第１章を参照。
２　木村武雄『ポーランド経済－体制転換の観点から－』創成社、2003年、１頁。
３　同上書、１頁。
４　同上書、70頁。
５　同上書、１頁。
６　同上書、70頁。
７　同上書、１頁。
８　伊東孝之他編『ポーランド・ウクライナ・バルト史』山川出版社、1998年、404～405頁。
９　木村武雄前掲書、２頁。
10 伊東孝之前掲書、404頁。
11 伊東孝之同上書、404頁。
12 伊東孝之同上書、405頁。
13 伊東孝之同上書、405頁。
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25 木村武雄『ポーランド経済』創成社、2003年、２頁。
26 木村武雄同上書、２頁。
27 木村武雄同上書、233～235頁。
28 木村武雄同上書、235～236頁。
29 Time,1.Jan.1990,p.23.
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